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平成２２年５月１９日

大阪府河川整備委員会委員長　様

大阪府河川整備委員会

「今後の治水対策の進め方」検討部会

部　会　長　　　中　川　　　一

今後の治水対策の進め方（案）に対する意見について

「厳しい財政状況のもと、河川（地域）ごとに想定される水害等の危険性を検証し、実現可能な治水計画を検討する。」ことを目的に設置された「今後の治水対策の進め方」検討部会では、これまで、新たな治水対策の進め方について鋭意検討をしてきたところです。
このたび、平成２２年５月１７日の検討部会で出された、大阪府の今後の治水対策の進め方報告書（案）については、以下の意見を付して妥当と判断したので報告します。

記

【まとめ】

· 降雨確率とその降雨波形の発生確率は異なることから、外力が過大・過小とならないよう複数の降雨波形を検討するなど、流量規模、ひいては被害額の算定に幅を持たせる方法も検討すること。

· 当面の治水目標を時間雨量65ﾐﾘもしくは80ﾐﾘに決める際に、90ﾐﾘ時の被害軽減効果も考慮して評価すること。

· 個別の河川については、原則、今後の治水対策の進め方報告書（案）で進めていくことでよいと考えるが、「効果（B）－費用（C）」の扱いなどについても評価精度に限界があることから、他の留意点にも十分考慮して適切な政策判断も加えること。
· 地先の危険度評価については、大阪府管理の河川の氾濫についてのみ評価するのではなく、国管理河川による氾濫等他管理者施設についても対象とすること。
【その他】

· 浸水を許容するという表現を壊滅的な被害とならない浸水にとどめるなどの表現に修正すること。

· 危険度を低減する治水手法のひとつとして、計画高水位以上における堤防強化の検討を明記すること。
· 槇尾川における65ﾐﾘ対策後の90ﾐﾘ降雨の場合と80ﾐﾘ対策を実施した後の90ﾐﾘ降雨の場合の比較において、後者の方でより被害が大きくなる原因としては以下のことが考えられる。１出水だけを対象とする氾濫シミュレーションは常に被害の全パターンをカバーしているとは限らず、対策後にさらに下流で破堤して他地区の被害を増大させる可能性がある。治水事業規模を大きくしても、このような原因で被害が大きくなる可能性があることを確認し、事業規模に応じて治水効果があらわれるような事業メニューにすること。

· 環境コストの評価がなされていない。たとえば槇尾川の場合は、ダム＋河川改修のコストと河川改修のみのコストが４億円程度しか変わらず、環境コストを評価すると必ずしも河川改修が劣るという評価にはならないと考えられるので、今後この点について留意するべきである。

· 環境に対する評価方法が確立されていないことと同様、流出抑制施策においては利害関係のために調整に時間を要して事業費に跳ね返る場合があることなど、現在の科学的知見ではB-Cに算入評価できない要素があることを共通認識とすること。

· ため池活用の位置づけについては、今後、実現の可能性やコストおよび効果の評価を含めて検討が必要である。

